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3月27日の電力・ガス基本政策小委員会での議論について

 3月27日の第16回電力・ガス基本政策小委において、本作業部会における非化石証
書の取引に係る制度設計に係る検討状況を報告した。

 基本政策小委においては、同小委の当日の議論を踏まえ、高度化法の目標の確実な
達成に向け、小売事業者の事業環境にも十分留意しながら、今後の制度検討作業
部会において残された詳細論点について議論を行い、中間評価の基準の導入に向け
た手続きを進めることとされた。

 その際、中間評価の基準の導入時期については2020年度、化石電源グランドファザリ
ングの第１フェーズの終了時期は2022年度として検討を進めることとし、導入にあたっ
ては、所定のパブリックコメントの手続きを経ることとされた。
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第16回基本政策小委員会(3/27)の議論のまとめ②

 第16回の基本政策小委員会では、以下のような意見があった。

ご意見の内容

事業者
の競争
環境に
ついて

 この制度は非化石電源への投資インセンティブと同時に小売の公平な競争環境を確保する必要があり、
両者のバランスを図ろうという案が出てきているものと理解。ただ、まだ懸念は残っているので、その残された
課題について作業部会で今後詰めていくことが必要と思う。

 非化石証書の購入によって小売事業者にとってみれば限界費用の増になるし、証書を売る側にとっても収入
が入るものの機会費用の増加になるので、普通に考えれば価格は上がる方向になるが、収入を受け取る事
業者がどういう行動をとるのか、という点が新電力が最も気にしているところ。収入が入る事業者が本当にま
ともな行動をとるのかという点をよく見ていく必要がある。証書の収入を用いて集中的に安くして新電力を
駆逐し、独占が進むようなことがあったりすると、消費者にとっても短期的には安くなるが結局高くなってしまうと
いう構造になる。不当な価格差別の監視については議論して頂きたいと思う。

 小売の競争環境に強い関心があり、十分留意して進めていただきたい。非化石に限らず、電力本体・ベース
ロード含め、トータルなイコールフットの議論と深く関連した議論になっていると認識。非化石証書の結論に
よっては、トータルな不当な内部補助や内外価格差別の防止などの取組に、より一層の確実性・信頼性が
求められるのではないか。

 作業部会でのオブザーバー意見のとおり、小売の競争環境に大きく影響する可能性があると理解している。
現時点、その解決策は示されていないが、引き続き作業部会で検討して頂きたい。 （オブザーバー意見）

 制度検討作業部会で議論することではないかもしれないが、FIT証書の最低価格の引き下げについて検討
はできないか。トラッキングをする等、これから証書の価値を上げようと取り組んでいることは理解する。FIT証
書の価格を下げることによって賦課金に充てる収入が減ってしまっては意味がないが、価格を下げることで取
引量が増えて逆に収入の総額は増える可能性もあるのでは。価格が引き下げれば、事業者の負担という
観点でもある程度緩和されるものと思料。TFで議論するのは重たすぎるかもしれないがどこかで議論して頂
きたい。

その他
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今後の検討について

2019年3月 第16回電力・ガス基
本政策小委資料７より抜粋
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オブザーバー等からの補足意見

証書購入量の試算結果から想定される負担額は巨額であり、新電力の経営に甚大な影響を与えるものであることから、以下の制度措
置を強く要望したい。

１．中間目標フェーズ１の制度設計について
（１）必要な制度措置について

① 高度化法の目標達成に必要な非化石証書の購入費用を全事業者が同じ条件で小売料金に転嫁することを制度上担
保すること。

② 非FIT非化石証書の販売益については、発電事業者に非化石電源の維持・拡大を進めるインセンティブを与えるという趣
旨以外に収入が使われることがないよう、用途を厳密に制限すること。その際には、小売への販売益の還流防止の観点の
みではなく、発電事業者間の公平性の観点も踏まえた制度措置を講ずること。

（２）上記の措置が難しい場合に必要な制度措置について
① 高度化法の中間目標の更なる引き下げ（激変緩和措置等の拡大など）
② FIT非化石証書の最高・最低取引価格の引き下げ
③ 非化石価値取引市場の需給ひっ迫回避措置

２．中間目標フェーズ１以降の制度設計について
（１） 一部の事業者のみが保有する原子力・大型水力は、当該事業者の目標として別枠で管理し、全事業者が比較的平等にアク

セス可能と考えられる再エネについてのみ、全事業者に対して同様の目標を設定すること。

（２） 高度化法の目標設定の在り方を抜本的に見直すことが望ましいと考えているが、このようなアプローチが難しい場合には、中間
目標のフェーズ１に引き続き、グループ外からの非化石証書購入量を全事業者一律にすること。

 基本政策小委及び制度検討作業部会の議論に関し、竹廣オブザーバー等から事務局
宛に補足意見をいただいているところ。
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基本政策小委の議論を踏まえた今後のスケジュールについて①

 基本政策小委の議論を踏まえると、今後のスケジュールは以下のようになるのではないか。

 中間評価の対象は、2020年4月以降発電分とする。

 第2フェーズの具体的な目標設定の議論は、2020年度の実績が報告される2021年7月
末以降に適切な場で行う。

 第1フェーズでは、各事業者の2022年度の非化石電源比率の実績が報告される2023年7
月以降に2020年度～2022年度の非化石電源比率（2020年4月～2022年12月発
電分）について中間評価を行う。
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基本政策小委の議論を踏まえた今後のスケジュールについて②

 これまで非FIT非化石証書については、 貫徹小委において「2019年度に発電された電気に係る
非化石証書を取引対象とすることを目途としつつも、できるだけ早い時期に取引を開始できるよう
努めることとする」とされていた。

 昨年の本作業部会の検討において、「非FIT非化石証書の初回オークション（2019年4～12月
に発電された非FIT電源に係るもの）については、小売電気事業者による2019年度の高度化法
の非化石電源比率の報告期限（2020年7月末）等を踏まえ、遅くとも2020年5月に取引が
開始するよう、詳細設計を進めることとしてはどうか。また、具体的な初回オークションの時期に
ついては、一通りの制度設計が検討されてから改めて検討とすることとしてはどうか」とされていた。

 電力・ガス基本政策小委における中間評価の基準の議論や上記の経緯に加え、証書発行に係
る実務的な作業期間等を踏まえると、卒FITについての取り扱いは、以下のようになるのではないか。

 2019年11―12月発電分の卒FIT証書は、2020年2月頃に認定・発行する。この証書は
2019年度分の高度化法の報告に利用可能。

 2020年1―３月発電分の卒FIT証書は、2020年5月頃に認定・発行する。この証書は
2020年度分の高度化法の報告に利用可能。但し、高度化法の中間評価を行う際には勘
案しない。
（FIT証書も同様の扱いとする。2020年度の報告様式においては、2020年1-3月発電分
と2020年4－12月発電分を分けて報告することとする。)
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基本政策小委の議論を踏まえた今後のスケジュールについて③

 卒FIT電気以外の非化石電源については、中間目標が導入されない中、当該電源を
保有する発電事業者が証書を市場に供出する蓋然性は低い。また、多くの既存契約
では、非化石価値に関する扱いが規定されておらず、実務に混乱を与える可能性が
あることから、2019年度分については卒FIT電源以外は証書を発行せず、卒FIT電
源以外の非化石電源は、中間目標が導入される2020年４月以降の発電分から証
書を発行することとしてはどうか。

 これまでの制度検討作業部会において、小規模卒FIT電源等の取り扱いについては、
非化石価値を有する電気を調達した小売事業者が市場へ供出することなく、そのまま需
要家等に販売することとされていたため、当該証書を取引するためのオークションは当面
実施されない※ 。したがって、非FIT非化石電源の初回オークション（2020年4－6
月発電分）については、2020年11月頃に実施されることになる。

※転売については、税務当局との調整を進めることとする。

 上記を踏まえると、具体的なスケジュールは次頁のとおり。
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非FIT非化石証書の取引に係る諸規程等の整備について

 2019年11月発電分から非FIT非化石証書（卒FIT証書）の発行が行われること
を踏まえ、非FIT非化石証書の取引に係る諸規程を整備していく必要がある。

 このため、諸規程を早急に検討した上で、パブリックコメントを実施し、2019年10月中
の施行を目指す。

 2020年4月以降、卒FIT証書（主に住宅用太陽光）以外の非FIT非化石証書も
発行されることから、税法上の所要の整備を行っていくことが重要。

整備が求められる諸規程の例
• 電気事業会計規則、料金算定規則等
• 電事法施行規則、小売営業GL（環境価値の訴求関係）、既存契約見直しGL等
• 高度化法告示等

整備が必要な税務上の論点例
• 収入金額に対し法人事業税を課される発電・小売電気事業者が、非FIT非化石価値の取引を行う場合、それ

ぞれの非化石価値の取引に係る収入金額に係る課税標準に関し、同一の価値について重複して法人事業税が
課税されないことの担保。

• 非FIT非化石価値の相対取引の際の非化石価値の購入費用の損金算入上の扱いの明確化。
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グループ内における非化石価値の取引について

 第29回制度検討作業部会で議論したとおり、一定の範囲内に限り非FIT非化石証
書のグループ内取引を認めることとしている。グループ内の取引を認める非FIT非化石
証書の範囲は、GF設定時における非化石電源の調達環境を踏まえたものであり、こ
れらについては、従前と同様の調達環境で電気と非化石価値をセットでグループ内取
引されることが想定されている。
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証書の取引方法

 第26回制度検討作業部会において、非FIT非化石電源の非化石価値については、
JEPXのオークションでの取引に加え、相対取引も可能としていたところ。

 発電事業者が非化石価値を保有したままであれば収入が生まれないことや、高度化法の
義務履行に用いることができるグループ内取引の証書の範囲に制約をかけた結果、当該範
囲外の証書については、経済合理的判断として、発電事業者としてはJEPXでのオーク
ションか、グループ外の小売事業者に相対取引で販売することになる。

 したがって、グループ内取引の範囲外の証書はグループ外に販売されることが経済合理
的であると考えられるところ、まずは発電事業者の経済合理的行動に期待し、発電事業
者に対して、証書をJEPXのオークションで販売することを強制しなくても良いのではない
か。（なお、高度化法上、発電事業者に対して義務を課すことは困難であることにも留意
が必要）
※第１フェーズにおいては、激変緩和の導入によって、価格が高騰する蓋然性は低くなっていると考えられるが、敢
えて市場に非化石証書を供出しないといった行動が行われた結果、非化石証書の市場価格の高騰が生じるなど、
発電事業者による非化石証書に関する市場支配力の行使と考えられる状況が生じている場合には、これを防止
するため、小売事業者全体の目標値を調整する等の対応を検討することも考えられる。

 なお、小売事業者がグループ内で取引する証書については、他の小売事業者との公平な
アクセス環境確保の観点から、グループ内の発電事業者の非化石電源の電源構成（風
力・水力・地熱・原子力等）に応じて偏りなく調達することが求められるのではないか。
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非FIT非化石証書の入札上限価格について

 第26回制度検討作業部会において、非FIT非化石証書の入札上限価格は、中間評価の基
準に併せて議論することとされていた。

 また、中間評価の基準においては、激変緩和を導入したところ。激変緩和の導入によって、価
格が高騰する蓋然性は低くなっている。他方で、小売事業者による買占め行為や価格の吊り
上げ等の価格操作を防ぐため、オークションにおいて買手の入札上限価格を設けてはどうか。

 具体的な入札上限価格については、FIT非化石証書の水準と合わせて4円/kWhとしてはど
うか。

2018年11月 第26回制度
検討作業部会資料より抜粋



14

グランドファザリング設定時のFIT証書の取り扱いについて

 第30回の制度検討作業部会において、事業者が購入したFIT非化石証書分をグランドファザリング
（GF）の基準設定の際に勘案することは不適当との意見があった。

 GFの趣旨は、「化石電源等の電気を調達していた小売事業者について、非化石電源の電気を
新規に調達することの困難性や事業環境の激変を防ぐという観点から、化石電源の調達に一定
の配慮を行うこと」であることを踏まえて設置されるもの。

 FIT非化石証書の購入という行為は、化石電源等の電気の調達環境を変化させるものではな
いため、GF設定の基準からFIT非化石証書購入分は控除することとしてはどうか。

 こうした手当を行うことを前提にグランドファザリングの設定年については、2018年度を基準とする
こととしてはどうか。
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グランドファザリングと既存契約との関係について①
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グランドファザリングと既存契約との関係について②

 第29回の制度検討作業部会において、「電源開発や公営水力等との電気の既存契約
を解除するなどして非化石電源の電気が調達できなくなった場合や、既存契約を維持し
つつも発電事業者から小売事業者に非化石価値（非化石証書）が移転しない場合に
ついては、事業者からの申請を踏まえて、当該小売事業者のグランドファザリング設定時
の基準において調整するなどの対応を行うかどうかについて検討が必要」とされていたところ。

 既存契約の解除等によって非化石価値を調達できなくなった場合については、非化石電
源の調達環境が悪化していると考えられるため、事業者からの申請を踏まえて、グランド
ファザリングの設定時の基準から、当該契約に基づき調達していた電力量分を控除する
こととしてはどうか。
※複数年の相対契約の場合は、証書が相対契約で小売事業者に譲渡されなかったとしても、既存
契約の電気料金の割引等が行われ、実質的に無償で証書が小売事業者に譲渡される可能性もあ
り、こうした場合においては、グランドファザリングの調整を行わないといった対応が適当である。こうした
点を踏まえると、グランドファザリング設定の根拠となった複数年の相対契約を維持する場合は、証書
の移転について当事者間で真摯に協議を行うことが適当と考えられる。
※但し、国全体の中間目標の水準は維持するため、グランドファザリングの設定時の基準から控除さ
れた分については、全ての小売電気事業者に広く薄く目標が割り当てられる点に留意が必要。

 なお、非化石証書に係る既存契約見直しGLについては、具体的な検討を進めていく。
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非化石証書の購入費用に係る円滑かつ適正な価格転嫁について①

 非化石証書の購入費用はFIT賦課金の低減や、非FIT非化石電源の利用の促進に充てられる
一方で、第30回制度検討作業部会において、非化石証書の購入費用については、料金転嫁が
難しいため、小売事業環境が一層厳しくなる、という意見があった。

 高度化法第14条においても、「国は再生可能エネルギー源の利用の円滑化を図り、再生可能
エネルギー源の利用に要する費用の円滑かつ適正な転嫁に寄与するため、この法律の趣旨及
び内容について、広報活動等を通じて国民に周知を図り、その理解と協力を得るよう努めなけ
ればならない」とされている。

 このため、国は、小売事業者及び需要家に対し、証書購入費用の円滑かつ適正な転嫁に寄与
するため、中間評価の基準の導入等の趣旨を広報するとともに所要の環境整備を行うことが適
切ではないか。

(再生可能エネルギー源の利用に要する費用の価格への反映)

第十四条 国は、特定エネルギー供給事業者による再生可能エネルギー源の利用の円滑化を図るために再生可能エネ

ルギー源の利用に要する費用を当該特定エネルギー供給事業者による電気、熱又は燃料製品の供給の対価に適切に

反映させることが重要であることにかんがみ、その費用の円滑かつ適正な転嫁に寄与するため、この法律の趣旨及

び内容について、広報活動等を通じて国民に周知を図り、その理解と協力を得るよう努めなければならない。

＜エネルギー供給構造高度化法＞
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非化石証書の購入費用に係る円滑かつ適正な価格転嫁について②

 3月27日に開催された第16回電力・ガス基本政策小委員会において、旧一般電気事
業者が非化石証書の販売収入を発電部門から小売部門に不当に内部補助を行うこと
によって、小売市場における競争が歪曲する懸念があるのではないか、との指摘があった。

 高度化法は非化石電源の利用の促進を図る法律であることから、非FIT非化石証書の
売上については、発電事業者において、非化石電源の利用の促進につなげることが望ま
しい。

 このため、市場監視の結果、旧一般電気事業者の発電部門が、小売市場における競
争を歪曲化する程度に、非FIT非化石証書の収入で小売部門への不当な内部補助
を行っていると判断される場合※には、他の小売電気事業者の高度化法の取り組みへ
の影響が生じかねないことから、当該事業者について、場合によっては次年度以降の高
度化法の中間評価の基準やグランドファザリングの設定方法を見直す、といった対応
について検討していくことが考えられるのではないか。

 また、電力適取GL等の不当廉売の監視の運用にあたっては、可変的性質を持つ費
用が判断要素の一つになると考えられるが、その範囲については、非化石証書購入費
用を勘案する等といったことが期待されるのではないか。
※最も一般的には、電源調達において経済合理性なく社外価格が社内価格を上回ることによって生じる。
（理論的には、電源調達面以外にも、小売販売コストなどに対する内部補助も想定しうる。）
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（参考）内部補助の防止策について①
2019年3月 第7回電気の経過措
置料金に関する専門会合より抜粋
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（参考）内部補助の防止策について② 2019年3月 第7回電気の経過措
置料金に関する専門会合より抜粋
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（参考）内部補助の防止策について③
2019年3月 第7回電気の経過措
置料金に関する専門会合より抜粋
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(参考)BL市場の供出価格と監視の在り方について
2018年4月第22回制度
検討作業部会より抜粋
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非化石電源の利用促進への自主的取り組みについて①

 第30回制度検討作業部会において、非化石証書収入を非化石電源の利用促進へ
充てるよう発電事業者に対して自主的取組みを求めていくことについて議論され、当該
対象となる発電事業者については一定規模以上としていたところ。

 旧一般電気事業者のグループ外の事業者で、非化石電源のみ保有する発電事業会
社は、非化石電源の利用促進以外の用途に収入を用いる可能性が低いため、対象
外としてはどうか。

 加えて、電源開発は非化石電源の保有量も多く、同時に火力発電事業等も手掛け
ていることから、非化石証書の収入を非化石電源の利用の促進に充てることを要請し、
定期的な説明を求めることとしてはどうか。
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非化石電源の利用促進への自主的取り組みについて②

 前頁のとおり、非化石電源の利用促進への取り組みを求める発電事業者に対しては、以
下のような用途に証書収入を使うことを求めてはどうか。

 非化石電源設備の新設・出力増

 非化石電源を安全に廃棄するための費用等

 非化石電源設備の耐用期間延長工事、安全対策費用等

 具体的な仕組みとしては、小売事業者が、取り組みの対象となる発電事業者から非化
石電源の証書を購入するにあたって、契約等に基づき、不当に小売競争を制限する用途
に使わないよう当該取組を行うことを求めるよう取り組むこととしてはどうか。
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非化石証書収入と経過措置料金との関係について

 非化石証書収入については、発電事業者において、非化石電源の利用の促進につな
げることが望ましい。

 経過措置料金の算定において、発電部門における証書の収入を控除収益として取り
扱った場合、本来非化石電源の利用促進に充てるべき収入をもって料金原価を押し
下げることになってしまう可能性がある。

 このため、料金算定規則等において、非化石電源の利用の促進が行われるよう必要
な措置を講じることが考えられる。
なお、当該措置の検討にあたっては、非化石電源投資関連費用について経過措置料
金と非化石証書の双方からの二重回収が生じないよう留意することとする。
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達成計画の提出対象事業者（5億kWh）の基準について

2019年3月第30回制度
検討作業部会より抜粋
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第２フェーズの中間評価の基準の在り方について①

 第28回制度検討作業部会において、「対象事業者における非化石電源の利用の遅れ
を是正する観点から、化石電源グランドファザリングを諸外国と同様に段階的に漸減さ
せていくことが適当」とされていたところ。

 また、「化石電源グランドファザリングを漸減・撤廃するにあたっては、各小売事業者の非
化石電源の調達状況等を注視した上で、小売事業者間の競争に与える影響に留意
する必要があり、十分な議論を行いながら検討していく必要がある」とされていた。

 その上で、「第２フェーズ以降の化石電源グランドファザリングの在り方については、化
石電源グランドファザリングを漸減させていく必要性がある一方で、現時点で将来時点で
の各事業者の非化石電源の調達環境等について確実性をもって見通すことができない
こと等を考えると、現時点で議論する材料が揃っていない。したがって、非化石電源の稼
働状況等を踏まえてこれらの電源維持等のインセンティブを損なわないことに配慮しつ
つ、グランドファザリングの在り方を適切に見直すことを基本とし、今後、議論する」「な
お、2030年度の44%目標の在り方は、平成27年度の電力・ガス基本政策小委の議
論を踏まえ決定した事項であり、これを変更する何らかの事情が生じた場合には電力・ガ
ス基本政策小委で議論することとなる。」としていたところ。
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第2フェーズの中間評価の基準の在り方について②

 第２フェーズのグランドファザリングの設定については、上述の考え方を踏まえた上で、非
化石電源の稼働状況等を踏まえてこれらの電源維持等のインセンティブを損なわない
ことに配慮しつつ、グランドファザリングの在り方を適切に見直すことが基本的な考え方
になるのではないか。

 また、小売電気事業者による原子力や大型水力等の電気の調達環境も勘案しつつ、
全小売事業者が再エネ等の利用促進に最大限努力するインセンティブを持つような目
標設定が重要と考えられるのではないか。
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今後の手続きについて

 これまでの非化石証書に係る議論を取りまとめた上で、パブリックコメント手続きを行
い、10月中を目途に規定等の整備を行うこととしたい。

 あわせて、本年7月末の高度化法の達成計画の提出を踏まえ、2020年度の具体的
な目標の決定やグランドファザリングの決定を年内を目途に行うこととしたい。（所要の
規定類の整備は本年度内を目途に行うこととしたい）

 また、達成計画の提出対象事業者（5億kWh）の基準についても実態把握を行った
上で議論することとしたい。

 2020年度の具体的な目標の決定にあたっては、2020年度の想定される我が国全体
の非化石電源比率や、それを踏まえた野心的な目標設定の在り方を踏まえつつ、激
変緩和量の精査や証書市場がひっ迫する蓋然性が低いこと等の確認も行いながら、
審議会において確認を得ることとしたい。


